	基調提案　　　　　　　　　　　　　　　　山口大学教育学部附属光中学校　　稲垣　宏美


地理的分野大項目
１　「社会を拓く知力」を求めて
平成１８年に開催された全中社山口大会において、我々は、「よりよい価値と確かな知識を求め
る生徒の育成を目指した社会科教育のあり方」という研究主題を掲げた。現代社会が抱える様々な課題に対し、自ら考え、よりよい価値に基づいて適切な判断を下すことのできる生徒を育てていく必要があると考えたからである。それを受け、山口県中社研では、次のような新たな研究主題を設定した。
	平成21年度山口県中社研下関大会　研究主題：

『社会を拓く知力を育む授業の創造』


この研究主題にある「社会を拓く知力を育む」について、我々は、次のように定義した。

	　「社会を拓く知力を育む」とは、社会において、今までに経験したことのない様々な課題に直面したときに、自らのもっている限られた知識を存分に使いながら新たな知識を形成し、それを足がかりとして、勇気をもって困難に立ち向かう力＝「知力」を身に付けさせていくことである。


社会を拓く知力を獲得するためには、毎日の授業において、現代社会の諸課題を解決することにつながる学びを経験させることが必要である。

しかし、三年間の社会科授業において、毎時間の授業を通して、現代の日本あるいは国際社会が抱えている問題に直接関係する内容を扱うことができるとは限らない。中学校社会科は地理・歴史・公民の三分野で構成され、学習指導要領によって目標が設定されており、学習内容が決められているからである。特に、地理的分野・歴史的分野の授業では、学習対象となる地域や時代に見られる諸事象を扱い、それぞれの地域や時代の特色をとらえることがねらいとされており、現代社会の諸課題をそのまま扱うことはほとんどない。

	【公民的分野】



	【地理的分野】



	【歴史的分野】


我々が目指している「社会を拓く知力を育む」授業を実現するためには、学習指導要領の枠組みの範囲内で、現在行われている社会科の授業を改善していく必要がある。
分野や学年の違いはあっても、具体的な社会的事象を取り上げ、それを考察する過程において、知識を習得していくという基本的な授業のスタイルは変わらない。このスタンダードな授業の中で習得される知識に注目することで、授業改善の手がかりを見つけることができると考える。
　社会科の授業における知識の重要性については、以前から言われているところである。社会科の授業において習得される知識は、様々な種類のものがある。我々は、平成１８年度の全中社山口大会において、それらの知識を「四つの知識の類型」に分けて扱うことを提案してきた。

【全中社山口大会で提案した四つの知識：ペリー来航を扱う歴史的分野の授業を例に】

	
　　・江戸時代は、藩という独立国家が集まって形成されている共同体の時代である

　　・幕末は、将軍の影響力が低下し、それまでの独立国家共同体がばらばらになっていく時期である

　　・１９世紀の世界は、世界が自国の利益のためには他国を犠牲にすることをいとわなかった時代である

　　・国家の独立を守るためには、国内の対立する勢力が利害関係を忘れて一致団結する必要がある

　　・政権を崩壊させる要因は、対外的な事件がきっかけとなる場合が多い　　　　　　　　　　　

・「江戸時代に重要な政策を決定する権限は誰にあったのだろうか」　　　　　　　　　　　　　　など


	
　・「帝国主義」とは

　・「資本主義」とは

　・「植民地」とは　　
・「幕藩体制」とは　　　　　　　　　　　など
	
・中国やインドの例と比較しながら日本の姿を類推する
・列強諸国の立場から当時の日本の姿を意味付ける

など

	
　【事実を認識するための知識】ペリー、阿部正弘、鎖国体制、日米和親条約、　　　など
　【約束としての知識】近世、近代、江戸時代、１８５３年、１８５４年　　　　　　など


　これまで、社会科における知識というと、この四つの中の「事実を共有する知識」あるいは「定義的知識」のことを指している場合がほとんどであった。事実、多くの社会科の授業実践においては、これら二つの知識を習得しておけばよいとされてきた。

　しかし、知識に注目して社会科の授業を改善することを考えた場合、重要なことが二つある。

　一つ目は、これら四つの知識すべてを、毎時間の社会科授業の中で習得させることを目指す必要があるということである。特に、この四つの中で、今回我々が注目したのは「価値的知識」と「マニュアル的知識」の二つである。

　「価値的知識」は、諸課題を解決する方法を考える場面において、よりよい方法を選択し判断を下す際の基準となる知識である。それは、世界観や時代観、地域観と呼ばれる観であったり、物事の本質に迫るための問いそのものであったりする。ここには、個人の主観やそれまで生きてきた経験が色濃く反映される場合が多い。一方、「マニュアル的知識」とは、そのような価値的知識を生み出すために必要とされる学び方や見方・考え方などのことを指す。「何かにたとえて物事を説明しようとする」とか「類似したものを参考に、比較・類推する」とかいったようなものがそれにあたる。このような方法知を身に付けておくことで、実際の社会に出たときにも、過去の学習経験をもとに目の前の諸課題を分析し、その解決策を探ることができるようになる。

　二つ目は、適切な学習過程を経て、これら四つの知識を習得させる必要があるということである。これは即ち、これらの知識を教師が一方的に生徒に与えたのでは意味がなく、生徒自身の思考活動を伴って習得されなければならないということである。

以上のことを踏まえながら、実際の授業をどのように改善していけばよいか、考えてみたい。

２　「社会を拓く知力」を育む授業と四つの知識
　実際の授業を例に挙げながら、「社会を拓く知力」を育む授業のあり方を考えてみる。ただし、地理的分野・歴史的分野の授業のあり方と、公民的分野の授業のあり方については、別に考えてみる必要がある。授業で扱う事象と現実の社会との距離感が、両者は全く異なるからである。
(1)　地理的分野・歴史的分野の授業における四つの知識

　地理的分野・歴史的分野の授業は、中心発問１で具体的な事象の成立要因を問い、その考察の結果を踏まえながら、中心発問２でその事象の背景にある地域や時代の特色をとらえさせるという流れになる。そのような学習過程においても、四つの知識を習得させることは可能である。
【歴史的分野における一単位時間に見られる四つの知識】
	学習内容・活動
	教師の対応

	１　導入



２　課題の考察と意見の構築

【学習形態】

個人→小集団→学級集団

【学習活動】

阿部正弘が開国を決断した理由を、当時のインドや中国の状況をもとに考察する。

【学習内容】

帝国主義世界に巻き込まれていく幕末の日本の変化

３　討論活動

「阿部正弘が重視したのはどちらか」



４　資料の提示

「当時の日本はどのような状況だったのか」
※列強によるアフリカ分割

※イギリスによるインド・中国の植民地化
※尊王攘夷運動の発生



５　学習内容の習得


※先を見通した政策の決定

※国内の混乱の収束

※列強諸国の利害関係
６　学習の振り返り

「幕末とはどのような時代だったのか」


	○ペリー来航から日米和親条約締結までの流れについて、年表を使って確認する。

○開国を決断するにあたり、幕府は初めて諸大名に意見を求めた事実を示し、にも関わらず開国した事実に対して関心を高め、中心発問１に誘う。

○個人で中心発問１について考察する時間を確保したのち、小集団で発表意見交換をする場を設ける。
○小集団での意見交換をはさんだのち、学級全体で意見を発表させる。その際、自分の意見の根拠を添えて発言させるようにする。

○教師は、生徒が表出した意見の中から重要だと思われるキーワードを見つけ、板書していく。

○ある程度意見が表出されたら、それらの意見を二つに類型化し、さらに討論活動を進めやすくする。

○生徒にはどちらかの立場を選ばせ、積極的に討論活動を進めていくことを促す。

○ある程度討論活動が進んだところで、阿部正弘の決断の背景を探るためには当時の日本国内外の状況を把握する必要があることを伝える。

○開国という選択をしなかったとしたら、日本も圧倒的軍事力の前で支配されてしまったことを伝える。

○中国やインドとは違い、日本は結果として列強の植民地になることはなかったが、その背景には、諸外国の利害関係が大きく影響していることを示す。

○国内では、幕府の権威が失墜し、薩摩や長州を軸とした倒幕の動きが起こり始めており、不安定な世情であったことを、年表を使って示す。

○これまでの学習を振り返り、発問に対する自分なりの考えをまとめる。

○日本を開国させたアメリカよりも、英仏の方が幕末日本に大きな影響を与えたことを伝え、その背景にアメリカ南北戦争があったことを伝える。


(2)　公民的分野の授業における四つの知識

公民的分野の授業においては、現実の社会が抱えている諸課題をそのまま取り上げて授業を進めていく場合が多いため、授業のあらゆる場面で、生徒は様々な価値的知識を習得することになるといっても過言ではない。ただし、その価値的知識が独りよがりのものにならないようにするために、授業の後半では「よりよい価値的知識」として習得されるようにしていかなければならない。
【公民的分野における一単位時間に見られる四つの知識】
	学習内容・活動
	教師の対応

	１　導入



２　課題の考察と意見の構築


【学習形態】

個人→小集団→学級集団

【学習活動】

投票の義務化の是非を検討する

【学習内容】

国民にとっての選挙の意味

３　討論活動

「選挙は義務か権利か」


４　資料の提示

「なぜ日本国憲法の三大義務の中に、『選挙に参加する義務』が規定されていないのか」
※日本国憲法の義務規定の条文

※他の３つの義務と選挙に参加することとの比較

５　学習内容の習得


※政治家の国民に対する傲慢さ

※国民の世論のいいかげんさ


「選挙に際しては、投票に行くことだけが大切なのではなく、自分の大切な一票がどのように政治に反映されていくのかを見守る必要がある」


	○今年の夏に行われた総選挙に関して知っていることを発表させ、本時の学習への関心を高める。

○選挙に行かない理由を調査したアンケート結果を示し、無理をすれば投票に行けたのではないかと問いかけ、本時の中心発問に誘う。

○個人で中心発問１について考察する時間を確保したのち、小集団で発表や意見交換をする場を設ける。

○小集団での意見交換をはさんだのち、学級全体で意見を発表させる。その際、自分の意見の根拠を添えて発言させるようにする。

○教師は、生徒が表出した意見の中から重要だと思われるキーワードを見つけ、板書していく。

○ある程度意見が表出されたら、それらの意見を二つに類型化し、討論活動を進めやすくする。

○生徒にはどちらかの立場を選ばせ、積極的に討論活動を進めていくことを促す。

○ある程度討論活動が進んだところで、選挙にいくことは「義務」なのか「権利」なのかと問い、改めて討論活動を行わせる。

○日本国憲法の条文を使って、日本国民の三大義務を確認する。投票することと、三大義務とされている行為とを比較し、その相違点を明らかにする。

○国民の権利は、国民の「不断の努力」によって保持されなければならないという憲法条文を取り上げ、義務になっているから行かなければならない、義務でなければ行かなくてもよいという考え方の甘さに気付かせる。

○選挙に行って自分たちの代表者を選んだ時点で、その代表者（政治家）に自分たちの権利をゆだねたことになるのであり、国民としてその部分を受け入れる必要があることに気付かせる。しかし、選挙に行くだけでなく、自分たちの投じた一票が有効に生きているのかを常に監視することも主権者として必要だということにも気付かせ今後どうあるべきか考えさせる。


３　授業改善の手がかり
　社会科の授業改善の手がかりは、授業の中で、前述した四つの知識をいかに習得させるのかということにある。特に、価値的知識とマニュアル的知識の二つの習得に注目する必要がある。

(1)　価値的知識の習得のための手がかり
どの立場や視点から対象となる事象をとらえるかによって、そこで形成される価値的知識は異なったものになる。従って、事象を考察する際に注目すべき目的や状況、もとになる概念などを示す中心発問１は、価値的知識そのものであるということができる。中心発問１によって示された方向に従って、生徒は事象と向き合い、価値判断を迫られることになるからである。

　それぞれの生徒が自分の立場を明確にして意見を表出する討論の場面においても、価値的知識が活用され、あるいは習得されることになる。たとえ提示される立場が、日常生活において体験することのない立場であったとしても、特定の立場を選択するためには、そこに何らかの価値が判断基準になるはずだからである。

　実際に、生徒によって新たな解釈や観が形成され、自覚されるのは授業の終末段階である。中心発問２によって授業でねらいとされている一定の定義的知識を習得した後に、自分自身の生活に学習の成果を引き寄せて考えたときに、何らかの価値的知識が形成されているはずである。

　以上のように、授業において、目的や状況、考え方の限定のもとに判断を迫られる場面を設定することによって、生徒に価値的知識を習得させたり活用させたりすることができる。ただし、それぞれのもつ価値の意味は異なる。それは、学習の流れにおける価値であったり、学問的な価値であったり、そして、生徒の人生においての価値であったりする。

(2)　マニュアル的知識の習得のための手がかり
　生徒がたどった一連の学習活動を振り返り、その中で有効であったと思われる思考操作・活動を特定していくと、その授業で取り扱われたマニュアル的知識の姿が浮かび上がってくる。マニュアル的知識には、見方・考え方といったものから資料から情報を読み取るスキルまで、様々なレベルのものがあるが、特に注目すべきは、見方や考え方といったマニュアル的知識である。なぜならば、見方や考え方を身に付けていくことで、問題に対する解決策を見出すための糸口をたくさんもつことができると思われるからである。

　授業において、導入段階では、既習の学習内容と、新たな情報を関連付けるという思考操作が行われるはずである。多くの場合は、この両者の間に大きなギャップがあり、そのギャップが中心発問１への橋渡しとなるはずである。ここでは、「２つの事象を比較し、その違いを見出す」といったようなマニュアル的知識が扱われることになる。

また、討論活動が進んでいくと、そこに結着を付ける必要に迫られる。そこで、多くの場合登場するのが、「似たような事象を参考にして、類推する」というマニュアル的知識である。今向き合っている事象そのものに関する事実ではなく、どこか共通点をもつ別の事象に関する事実を参考にして思考を進めていくという流れを身に付けておくことにより、現代社会で起こっている諸課題に対する解決策を考えていく際にも、それまでの経験をうまく適応させていくことが可能になる。

(3)　各分野における授業改善
前頁で提示した授業例からもわかるように、地理的分野・歴史的分野の授業のあり方と、公民的分野の授業のあり方は、別のものとして考えていく必要がある。

　地理的分野・歴史的分野の学習においては、中心発問２までで学習を終えてしまうと、どうしても定義的知識の習得で終わってしまう恐れがある。定義的知識の習得を踏まえて、その後の過程をどれだけ充実させることができるかということが重要になる。例えば、対象となる地域や時代の特色をつかんだ上で、その地域や時代が直面していた課題を浮き彫りにし、その解決策を推測するという過程を組み込むことが求められる。一方、公民的分野の授業では、現実の社会で起こっている問題をそのまま題材として取り上げている場合が多いので、比較的生徒の生活に直接反映させることができる価値観が習得されることになる。とはいえ、問題と生徒の距離をできるだけ縮めていく工夫は、求められるところである。

　

	【地理的分野・歴史的分野における授業改善】
	【公民的分野における授業改善】

	






	







※上下が逆のパターンもあり。


マニュアル的知識の習得を考えた場合、意見を構築する際の根拠としてどのような事象に注目したのか、常に自覚させていく必要がある。よりよい解決策を導き出すためには、根拠の質を向上させ、できる限り多くの人々の共感を得ることが不可欠だからである。これは、地・歴・公の三分野に共通して言えることである。学習の過程において、生徒がその有効性を実感することがなければ、その方法を次の場面で活用することは期待できない。

　ここまでの内容をまとめると、授業を通して経験した学びの成果を、常に生徒に引き寄せていくことを意識しながら、授業改善の工夫を進めていく必要があるということである。一時間一時間の授業の積み重ねが、生徒に「社会を拓く知力を育む」ことを実現するのだという信念のもと、日々の実践に臨まなければならない。
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『価値的知識』：社会的事象の考察の結果形成された個人の主観に基づいた知識





『定義的知識』：共通認識として形成された知識





『マニュアル的知識』：見方・考え方・学び方





『事実を共有する知識』：価値的知識や定義的知識を構成する知識
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価値





なぜ老中・阿部正弘は、諸大名の反対にも関わらず開国を決めたのか





構成知識や定義的知識





価値





政権の維持





国家の独立





　マニュアル的知識





構成知識や定義的知識





なぜ日本は列強諸国の植民地にならずにすんだのか





マスコミの注目を集めた総選挙





結果として依然70％に達しない投票率





　マニュアル的知識





価値





投票に行かない人に罰則を科すことに賛成か反対か





構成知識や定義的知識





価値





義務





権利





構成知識や定義的知識





　マニュアル的知識





政府の政策と国民の世論が食い違うことがあるのはなぜか





価値





中心発問１：具体的な事象が成立している要因を問う





マニュアル的知識





中心発問２：対象地域や当時の社会の特色を


問う





定義的知識





価値的知識





補助発問：対象地域や当時の社会が抱えていた問題とその解決策を推測させる





中心発問１：現代社会の問題の原因を問う





マニュアル的知識





中心発問２：問題の有効な解決策を問う





価値的知識





補助発問：自分が生活している社会が抱える問題とその解決策を提案させる





価値的知識








